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１ 激変する21世紀の世界経済と BRICs
1-1 急展開する日中経済関係
21世紀の世界経済地図は、激変する。それは、2008
年現在、中華人民共和国（以下、中国と略称）の GDP
がドイツの GDPを追い越し、日本に次いで世界第 3
位の経済大国になったことに象徴される。
戦後の日本経済は、アメリカ経済と広く深い関係
を持ってきた。日米経済関係は、戦後の復興期から、
高度経済成長を経て、日本がアメリカに次ぐ第 2位
の経済大国にいたるまで、対米貿易黒字にともなう
日米経済摩擦をともないつつ、外需に依存して経済
成長を続けてきた日本経済にとって、アメリカは、
大口の市場を提供してきた。
1980年代の半ば、アメリカが純債務国に転落し、
財政赤字と貿易赤字が深刻化し、ドルとアメリカ経
済の相対的な地盤沈下が進展する中で、自国の利益
を優先させたアメリカの対外経済戦略が急展開を見
せる。それは、各国に対して、ドル高是正を迫り、
物づくりではなく、投機的な金融ビジネスを柱にし
たアメリカ型のスタンダードを押しつけ、銀行・証
券・保険・各種のファンドのグローバルな展開に主
導されたハイリスク＝ハイリターン型の経済システ
ムを普及させることであった。それはまた、アメリ
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カ国内の製造業の空洞化を促進する一方で、貯蓄よ
りも投資と消費が推奨され、国民経済にとって必要
な物は海外から大量に輸入されるようになった。こ
れがまたアメリカの貿易赤字を深刻化させ、各国と
の経済摩擦を激化させる、といった悪循環をもたら
した。
他方において、歴史や文化など、日本と深い関係
を持ってきた中国は、第 2次世界大戦後、社会主義
革命を経て、1949年に中華人民共和国が成立して以
降、日本やアメリカなどの資本主義諸国サイドは、
国交を断絶する事態がつづいた。その後、1971年の
中国の国連加盟、1972年の日中国交正常化、1978年
の改革開放政策と市場経済の導入、1992年以降の社
会主義市場経済体制の確立とそのもとでの高度経済
成長を経て、2001年に、WTO加盟を果すことで、世
界経済の表舞台に登場してきた??。
「世界の工場」としての中国の国際的地位は、加
盟翌年の 2002年で、各種製品の世界シェアにおい
て、DVDプレーヤー54％、デスクトップパソコン
30％、エアコン 44％、カラーテレビ 27％、オートバ
イ約 50％、など、これらの製品で中国が世界最大の
生産国になっている。その後、毎年 2桁台の高度経
済成長を持続する中国経済は、世界経済に対しても
大きな影響を与えており、『通商白書』は、「2007年
の世界経済の実質成長率 4.9％のうち、実に 1.2％が
中国の寄与である。」??、と指摘している。
いうまでもなく、「世界の工場」中国は、日本経済
にとって重大な存在となる。それは、2004年にい
たって、日中貿易額（22兆 2000億円）が、日米貿易
額（20兆 5000億円）を追い抜いたことに示される。
日本にとって、中国は、アメリカに代わる最大の貿
易相手国になったのである。
こうした日中経済関係は、今後、一層加速化する
であろう。21世紀の日中経済関係を考察するにあ
たって、日中両国を含めて、激変しつつある世界経
済の動向をまず踏まえておこう。
1-2 激変する21世紀の世界経済地図
ここでは、アメリカのゴールドマン・サックス
（GoldmanSachs）社の調査研究報告書「Dreaming
 
With BRICs:The Path to 2050」(Global Economics
 
Paper No:99, 1st October 2003)??を参考にして、
激変する 21世紀の世界経済地図の特徴を検討する。
というのも、2003年 10月に発表されたこの調査研
究報告書は、世界経済の将来を予測しているが、そ
の後 5年間の現実的な世界経済の動態によって、高
い確率で実証されているからである。
そこで、各国の GDPランキングに着目して、現在
の世界経済地図（2007年）と 2050年の世界経済地図
について、それぞれ比較しておこう。
まず、IMF（国際通貨基金）によれば??、2007年
現在、経済的に発達した諸国（アメリカ、日本、ド
イツ、イギリス、フランス、イタリア）および BRICs
諸国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の GDPラ
ンキングは、図表 1のとおりである。みられるよう
に、21世紀初頭の現時点では、アメリカを頂点にし
た資本主義の世界経済体制が築かれ、BRICs諸国と
の経済規模格差は、大きく開いている。ただ、中国
だけは、2007年時点で、すでにドイツの GDPに接
近し、世界第 4位にランキングしている。
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図表１ 2007年の世界経済ランキング
（資料：IMFデータより作成）
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だが、21世紀の半ばには、こうした世界経済地図
は激変する。さきのゴールドマン・サックス社の報
告書の予測によれば（図表 2）、まず、中国がアメリ
カを追い越し、世界最大の経済大国として頂点に立
つ。続いてアメリカ、インドが上位 3カ国の経済大
国となり、それ以外の国々を大きく引き離す。4位以
下は、日本、ブラジル、ロシア、イギリス、ドイツ、
フランス、イタリア、とつづく。
つまり、GDPの経済規模でみるかぎり、21世紀の
世界経済の特徴は、中国、インドなどのアジア経済
圏が世界経済のシェアを圧倒する。アメリカを頂点
にした G5諸国の時代は、終わりを告げる。
このように激変する世界経済地図を目前にして、
同じアジア経済圏に位置し、しかも海を挟んだ隣国
同士であり、古くからの歴史的な関係を持ってきた
日本と中国は、それぞれがどのような経済社会をめ
ざすのか、そして、両国はどのような新しい経済関
係を築いていくのか―そのことが、今日、緊急かつ
重大な問題として、両国に鋭く問いかけられている。
この点は、日中の当事国だけでなく、国際社会にとっ
ても、重大な関心事となっている??。
以下、日中経済関係の現代の到達点をあきらかに
し、そうした検討を踏まえて、より望ましい 21世紀
の日中経済関係について考察する。
２ 増大する日中貿易と緊密化する日中経済関係
日本と中国は、1972年に戦後はじめて、国交を正
常化させ、経済交流を復活させた。その後、1978年
の中国の改革開放政策以来、日中経済関係は、急発
展を遂げてきている。そして、2004年に至り、日本
にとっての最大の貿易相手国は、中国となった。日
中貿易額は、戦後長期にわたるアメリカとの貿易額
を上回り、その後も急拡大を続けている。
また、中国にとっても、日本は、アメリカや EUに
匹敵する貿易相手国となっている。日中両国は、さ
しあたって、「政冷経熱」といった関係にありながら
も、経済関係については、現在だけでなく、21世紀
の将来にわたって、きわめて緊密かつ大規模の関係
を持ちつづけることになろう。
2-1 日中貿易の戦後の推移
2-1-1 増大傾向をたどる日中貿易額
日中国交正常化以来の毎年の貿易額の推移は、図
表 3に示されている。みられるように、日中国交正
常化の 1972年時点での日中貿易額は、わずか 10.4
億ドルであった。だが、中国で改革開放政策が採用
された 1978年以来、日中貿易額は本格的に増加しは
じめた。そして、1984年になると、日中貿易額は
127.3億ドルに達し、初めて 100億ドルを越えた。さ
らに、21世紀にはいると、2002年に 1000億ドルを
上回り、2006年に 2073.6億ドルに達している。
このように、日中貿易の規模は、1978年の改革開
放政策以降、20年間を経て、43倍にまで膨張してき
た。こうした傾向は、21世紀においても継続するに
ちがいない。というのも、経済成長を遂げる中国は、
全般的に所得水準が上昇してきており、単に、「世界
の工場」としてではなく、「世界の市場」に成長しつ
つあるからである。
中国の改革開放をきっかけにして、日中貿易は、
このような急拡大を遂げてきた結果、両国ともに相
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図表２ 2050年の世界経済ランキング
（資料：Goldman Sechs,Global Economics Paper No.99 Appendixより作成）
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手国の貿易、経済にとって極めて重要な地位を占め
るようになった。日中両国間の経済的相互依存関係
は深まった。2007年において、日本の対世界貿易総
額における前年比伸び率は、2006年の 9.8％増から
一転して 1.1ポイント減の 8.7％となったが、対中貿
易については引き続き 12.0％増の伸びを示してい
る。堅調を続ける日中貿易は、日本の対世界貿易の
落ち込みを相殺しているのである。
日中貿易が増加した主な日本サイドの要因は、①
とくに 1990年代の後半以降、対外取引規制の緩和が
進展し、安価な労働力を求める日本企業が、大挙し
て、生産拠点を中国に移転させたこと、②中国に進
出した日本企業に対して、本国からの素材・部品・
設備を輸出してきたこと、③中国からの完成品の逆
輸入が激増したこと、などがある。2006年度末、中
国に進出する日本企業数はすでに 4256社に達し、ア
ジアに進出する日本企業の 4割以上を占めてい
る??。
2-1-2 貿易品目の変化にみる日中経済関係
日中貿易は、量的な変化だけでなく、質的な変化
も遂げ、輸出入商品の構成、特に輸入商品の構成が
大きく変化してきている。1980年代までの日中貿易
は、日本の工業製品の中国への輸出、中国からの一
次産品の輸入という「垂直分業型」であったが、90
年代に入ると、輸出入とも工業製品のウエイトが高
まり、相互に部品を融通し合う「水平分業型」に移
行してきた。
日本企業の中国進出が活発化する 1990年代後半
以来、日本から基幹部品を輸入し、中国において組
み立て、その完成品を、中国国内で販売するだけで
なく、米国・日本にも輸出する、といった「三角貿
易」が稼働しはじめた。中国は、まさに、「世界の工
場」としての役割を引き受けている。
中国の最大の貿易相手国は、2003年までは日本で
あったが、2004年になるとアメリカが最大の相手国
になる。こうした「三角貿易」が稼働することで、
日本の 2倍の経済規模をもち、過剰な消費大国アメ
リカに対して、中国からの大規模輸出が行われるよ
うになったからであった。
また、資本及び高技術の集約型商品である機械部
品、電子回路など機械類の輸出入は、2000年以降、
増大してきたことから、中国の輸入貿易は、高技術・
高付加価値製品の分野にも及んできている。
⑴ 日本の対中輸出の動向
日本の対中輸出は、図表 4が示しているように、
機械類及び輸送用機器、原料別製品、化学製品が中
（資料：『中国年鑑』2007年版、320ページ、より作成）
図表３ 日中貿易額推移
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心であり、特に金額ベースでは、機械類及び輸送機
器のシェアが一番大きく、輸出の 4－ 5割を占め、
日本の対中輸出の最も重要な分野になっている。
中国は、IT及びデジタル関連製品をはじめ、あら
ゆる製品の世界の組立工場になり、主に欧米・日本
などの巨大消費市場に向けて完成品が輸出されてい
る。なかでもデジタル家電製品は、多機能化・高度
化の進展が見られ、その心臓部となるキーコンポー
ネンツの重要性が一段と増している。その中で技術
力を持つ日本の部品メーカーが需要の増加を追い風
に、競争力を発揮し、中国からの対外輸出を増大さ
せている。中国に進出した日系完成車メーカー及び
部品メーカーの現地での生産拡大に伴い、現地調達
が困難な高付加価値の自動車関連部品は、日本から
輸入するようになり、これが、日本の対中輸出を拡
大させている。
日本の対中輸出の主要の分野は機械類であるが、
より詳細にみると、機械類の品別も変化してきた（図
図表４ 対中輸出品別推移
（資料：財務省 貿易統計データ、より作成）
（資料：図表 4に同じ）
図表５ 対中輸出機械類品別変化
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表 5）。1990年時点では、テレビ、ビデオなどの映像
機器が、輸出額で大きな割合を占めていたが、95年
には、繊維機械、電気回路等の機器の輸出額が大き
な割合を占めるようになった。2000年代に入ると、
中国の国内で、IT（情報通信技術）市場が急速に発
展し、携帯電話、パソコンなどを中心とした IT関連
商品の生産・消費・輸出が拡大している。これを受
け、日本からの電子関連の原材料・部品の輸出が大
幅に増加した。
⑵ 日本の対中輸入の動向
中国からの輸入については、繊維製品が中心にな
る雑製品、機械類及び輸送用機器のシェアが上位を
占める。1990年代では、繊維製品が対中輸入の最大
の品目であったが、2000年代では、中国の IT市場が
急速に発展したため、一方で、中国からの IT関連の
原材料・部品の輸出が増加し、他方で、同製品の日
（資料：図表 4に同じ）
図表６ 対中輸入品別推移
図表７ 対中輸入機械類品別変化
（資料：図表 4に同じ）
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本の輸入も拡大した。この影響を受け 2002年には、
機械類が初めて繊維製品を抜き、最大の輸入品目に
なった。
図表 7にみられるように、2000年から日系企業の
生産拠点の中国シフトに伴い、パソコンやプリン
ターなどの事務用機器、DVDプレーヤーなどの音
響・映像機器（含部品）の輸入が激増してきた。こ
れが、繊維などの雑製品を抜いて、機械類が対中輸
入の最大品目になった要因である。1995年の時点で
事務用機器の輸出額は 5.4百億円、音響・映像機器の
輸出額は 10.5百億、それに対して 2005年にはそれ
ぞれ 155.3百億円と 82.6百億円になった。特にパソ
コンやプリンターなどの事務用機器の輸出拡大が著
しく、10年間で 29倍も増えた。
⑶ 現地調達比率の拡大
2000年からの日中貿易のもう一つの変化は、製造
拠点の対中シフトが進む中、材料・部品等の現地調
達比率が拡大してきたことである（図表 8参照）。
2006年の時点で、中国製造業現地法人の現地調達比
率は、59.3％になり、98年の 41.4％から 17.9％も増
大した。
それとともに、日本からの輸出は、高付加価値製
品や現地調達のできない基幹部品等に絞られる傾向
が強まってきた。
2-2 外資導入政策と増大する中国投資
2-2-1 中国の外資導入政策の展開
中国の経済発展において、外資の役割は大きかっ
た。外資導入政策は、改革開放の当初から対外開放
政策の重要な部分として位置付けられていた。外国
資本や技術の導入を目的にした特別な地域である
「経済特別区」が、広東省の深圳、珠海、汕頭、福
建省の廈門の 4カ所に新設され、それまでの閉鎖的
な経済システムから、外資を誘致する開放的な経済
システムへと、大きな政策転換が行われた。
これらの「経済特別区」では、① 100％外資企業が
認可され、②輸出入関税が免除され、③企業・個人
の国外送金が自由化され、④また所得税の 3年間の
据え置きなどの優遇策が採られた。
このような優遇措置と共に、70年代末以降、中国
はより多くの外国資本を導入するために、主に 3点
を中心に改革を進めてきた??。①権限の委譲、即ち外
国投資を導入するに当たっての許可権限、優遇措置
の決定権限が中央政府から地方政府にも委譲され
た。②税制面など優遇措置の付与、外国系企業の法
人税率が国内企業より低くに設定した。③「外資で
あれば、すべて歓迎する」といった投資分野におけ
る規制緩和が促進され、外国資本は、従来の製造業
に加え、金融や交通輸送などサービス部門にも投資
図表８ 中国製造業現地法人の現地調達比率
（資料：経済産業省 海外事業活動基本調査（34－37回）データ、より作成）
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を拡大した。
2-2-2 増大する日本の中国への直接投資
日本の対中投資が始まったのは、中国が外国の投
資受け入れのため合弁企業法を制定した 1979年以
降のことである。約 30年間、日本の対中直接投資は
計 3回のブームが湧き上がった。図表 9が示してい
るように、日本の対中国投資は、中国政府による国
内外の政策展開の変化を敏感に反映して、増減を繰
り返して、今日に至っている。そうした変化を示す
とはいえ、傾向的には、日本の対中国投資は、確実
に増大してきている。
日本の対中国投資ブームの第 1回目は、中国にお
ける 1983年の「中外合弁企業法実施条例」実施後で
あり、また日本側の事情としては、1985年の「プラ
ザ合意」後の円高を背景にしていた。1989年には実
行額が 5.15億ドルに達した。その後「天安門事件」
を契機にして、大幅に減退した。第 2回目は、1992
年の鄧小平の「南巡講和」による改革開放政策の加
速化を背景に、日本の対中投資は本格化した。1997
年の投資額は、43.26億ドルであった。それは中国の
開放政策の影響によるものであった。だが、1996年
以後、対中直接投資は大幅に減少している。これは、
中国のインフレ対策としての金融引き締め政策、ま
た中国政府の制度・政策の度重なる変更??による日
本企業の投資意欲の減退など、様々な要因によるも
のであった。
しかしながら、1999年以降復調に向かい始め、再
びに増加する様相を示し、3回目の投資ブームが訪
れる。これは、2001年のWTO加盟を機に、中国政
府が市場開放・規制緩和を通じて本格的な外資導入
政策に踏み切ったからであった。2005年に最高額の
65.28億ドル達した。
３ 相互依存関係を深める日中経済
中国の改革開放以来、日中両国は、いずれにとっ
ても、最も重要な経済パートナーに成長してきた。
日本は、対中貿易と対中投資を通じて、中国の経済
発展に多大の貢献をしたことは言うまでもない。同
時に日本も、近隣の「世界の工場」としての中国か
ら、多くの便益を受けてきた。
3-1 中国の経済発展と日本の役割
⑴ 中国への最大投資国としての日本
日本の対中直接投資は、中国経済発展の資金不足
を一定程度緩和することである。特に 1980年代から
（資料：JETRO（日本貿易振興機構）、21世紀中国総研、より作成）
図表９ 日本対中国直接投資推移
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1990年代かけての中国は、経済発展のための大規模
なインフラ整備を必要としていたが、日本の対中投
資は、インフラ整備のための重要な資金源となった。
⑵ 中国への技術導入と日本
日本は、応用技術の分野では世界のトップクラス
に位置し、日本企業が中国に生産工場を作り、その
先進的な製品・生産設備・生産技術を中国に導入し
てきた。1986年から 2005年の 20年間において、日
本の対中技術交流の対価輸出額の合計は、7870億円
であり、近年、さらに急速に拡大している。1990年
81億円、1995年 173億円、2000年 469億円、2005年
1307億円というように加速化してきた??。この急速
に拡大している対中技術輸出は、中国企業の技術レ
ベルの高度化を促進し、中国の産業構造のレベル
アップに積極的な作用を発揮した。
⑶ 雇用機会の創造・拡大
日本企業の投資は、中国の現地の雇用機会を創造
し、中国の就業圧力を一定程度緩和した。東アジア
において、1997年から 2000年までの 10年間、日本
企業による現地雇用従業員数は、中国では 3.7倍も
増加した。それに対して、ASEANは、1.5倍、NIEs
は、0.7倍であった。中国は、日本の海外投資企業の
就業者数の増加率が最も高い地域となっている。
⑷ 中国の対外貿易の加速化
長期にわたり、日中貿易は、中国の対外貿易にお
いて重要な位置を占め、中国の対外貿易の発展を促
進した。中国の貿易構造の特徴は、「海外から調達し
た部品・中間財を使用して国内で加工・組立てを行
い、完成品を海外に出荷するという加工貿易が主流
であり、中国の 2007年の総輸出額に占める加工貿易
の割合は約 5割、総輸入額に占める加工貿易の割合
は約 4割となっている。」???。
1990年代、中国の対外貿易における日中貿易の
シェアは、90年の 14.4％から、99年の 18.3％に増加
し、21世紀に入っても、2000年から 2006年まで、
平均 14.2％を占めている???。このように、日中貿易
は、中国自身の対外貿易の発展に積極的に作用した。
3-2 中国の経済成長の日本経済に対する影響
⑴ 日本企業の中国進出と利益拡大
日本企業は、円高をもたらした 1985年の「プラザ
合意」以降、国内における労働力などの生産要素の
高コスト化を避けるため、労働力集約的な国内工場
やオフィスを閉鎖し、生産拠点を海外に移転してき
た。移転先は、東アジア各地におよぶが、とりわけ
安価で豊富な労働力を有する中国へ移転した。中国
の労働コストは、平均して、日本のわずか 5％程に過
ぎないためである。
日本企業は、中国への直接投資を通じて、大挙し
て中国に進出し、人件費を大幅に削減し、中国の豊
図表10 日本の現地法人雇用従業員数推移
（出所：経済産業省HP「海外事業活動基本調査（第 37回）」）
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富な労働・土地資源を活用することによって、国際
競争力を強化し、利潤を拡大してきた。それは、反
面、日本国内の産業・雇用の空洞化を促進し、多く
の完全失業者をもたらすことになった???。
日本企業の在中国経常利益は、1999年に全産業の
297.8％、製造業の 440.3％という大きな伸び率を実
現した。その後、2000年から 2006年までの 6年間平
均で、それぞれ 28.7％、25.5％の伸び率を遂げた。そ
のうち、製造業の利益は極めて大きく、全産業利益
の 7割以上を占めている。1998年から 2006年の平
均シェアは、76.5％であった。
⑵ 急成長する中国市場と日本への影響
急増する中国の鉄鋼消費は、日本の鉄鋼産業に好
景気をもたらした。長期的に低迷した斜陽産業とい
われてきた日本の鉄鋼産業は、中国の需要増によっ
て息を吹き返した。海運業界も、中国の海上運送需
要の急増によって、活況を呈してきた。建設機械産
業も、中国の建設ラッシュに支えられ、好景気に沸
いている。自動車産業では、日本のほとんどのメー
カーが中国へ進出し、中国のモータリゼーションに
よって、日本車のシェアを拡大してきた。
中国の経済発展にともなう日本への波及は、これ
らの産業だけではなく、いまや、化粧品、医薬、食
品、流通など、さまざまな領域に広がっている。
『OECD日本経済白書 2007』が指摘するように、
「日本は、東アジアにおける生産の再編成と貿易の
拡大を加速させた中国の世界経済における役割の増
大によって最も大きな影響を受けたOECDの国で
ある」???、といえよう。
⑶ 日本の輸出相手国になった中国
先の『OECD日本経済白書 2007』によれば、「日
本の製造業の輸出集約度は国内生産の 13％（1995
年）から 18％（2003年）へと上昇したが、中国はこ
の集約度上昇の要因でもあった」。「2002年と 2004
年の間、主として外需によって牽引された日本の今
回の経済拡大において、中国は明らかに重要な役割
を果たしてきた」。実は、1990年から 2007年の間、
日本対中輸出は 90年の 88.4百億円から 2007年の
1283.9百億円、14.5倍増加した。
日本の輸出に占める中国のシェアは、財務省の貿
易統計データによれば、1990年には、わずか 2.1％で
あったが、2000年には 6.3％、さらに、2007年には、
15.3％にまで、大幅に増加した。日本にとって、中国
は重要な輸出相手国になった。日本にとって大口の
外需を供給する国は、いままでのようなアメリカか
ら、中国に取って代わられつつある。
（資料：経済産業省 海外事業活動基本調査（第 33-36回）、より作成）
図表11 日本の在中国経常利益
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3-3 産業内貿易の進展と日中補完関係の強化
多国籍企業のグローバルな展開は、国境を越えた
産業内分業を促進し、それにともない企業内・産業
内の貿易を活発化させてきた。日中貿易も例外では
なく、90年代後半から日本企業の企業内・産業内貿
易も活発化してきた。産業内貿易とは、同一産業の
同種の製品について、相互に輸出入が行われること
である。産業内貿易は、貿易当事国の産業間の補完
関係を表している。そこで、日中貿易のなかで大き
なシェアを占める機械・機器類の産業内の貿易を取
り上げ、検討する。
1990年以降の日中貿易における機械・機器の輸出
入額及びシェアは、図表 12に示されている。日本の
対中輸出に占める機械・機器輸出のシェアは、平均
52.5％と非常に高い。同機械・機器の対中輸入のシェ
アも 98年から大きい伸び率を示してきた。90年代
平均シェアは 11.8％であったが、2000年以降（2000
年―2007年）は、平均 32.9％、と大幅に増加した。
日中貿易を支える重要な構成部分である機械・機器
分野における日中間の補完関係は、一層強化されて
きた。
４ 今後の日中経済関係とアジア諸国との連帯
4-1 中国の経済発展と日本のビジネスチャンス
中国の「第 11次 5カ年計画」は、6つの目標、す
なわち、①経済の安定的且つ速やかな発展の維持、
②経済成長方式の早速転換、③自主革新能力の向上、
④都市と農村の協調的発展、⑤調和社会の建設、⑥
改革開放の深化、などを明確にした???。
なかでも、「②経済成長方式の早速転換」は注目さ
れる。というのも、これまでの中国の経済成長は、
多額資本による「労働集約型成長」であり、低投入・
高産出の成長ではなかった。そのため経済発展と資
源・環境問題との矛盾が深刻化してきた。今年の全
国人民代表大会の政府活動報告は、「省エネと環境保
護」を重大視し、「今年は第 11次 5カ年計画で定め
た省エネ・排出削減の目標実現の肝心な年であり、
大きな成果を上げなければならない」???と強調し
図表12 日中貿易に占める日本の対中機械・機器貿易のシェアの推移 （単位：100億円、％）
年
日中貿易
総額 輸出 輸入
対中機械・機器輸出入
総額 輸出 輸入
機械・機械貿易のシェア
総額比 輸出比 輸入比
1990  261.3  88.4  173.0  46.0  39.4  6.6  17.6％ 44.6％ 3.8％
1991  307.0  115.7  191.4  63.0  53.2  9.8  20.5％ 46.0％ 5.1％
1992  365.5  151.0  214.5  93.6  81.3  12.3  25.6％ 53.8％ 5.7％
1993  418.9  191.1  227.8  124.6  107.2  17.4  29.7％ 56.1％ 7.6％
1994  472.5  191.4  281.1  134.8  110.1  24.7  28.5％ 57.6％ 8.8％
1995  544.3  206.2  338.1  153.3  111.2  42.1  28.2％ 53.9％ 12.5％
1996  678.2  238.2  440.0  198.8  129.8  69.0  29.3％ 54.5％ 15.7％
1997  769.2  263.1  506.2  225.3  135.0  90.3  29.3％ 51.3％ 17.8％
1998  746.5  262.1  484.4  232.5  134.9  97.6  31.1％ 51.5％ 20.2％
1999  753.3  265.7  487.5  235.5  133.1  102.4  31.3％ 50.1％ 21.0％
2000  921.6  327.4  594.1  303.8  166.6  137.3  33.0％ 50.9％ 23.1％
2001  1079.0  376.4  702.7  369.2  191.0  178.2  34.2％ 50.8％ 25.4％
2002  1270.8  498.0  772.8  503.0  267.8  235.2  39.6％ 53.8％ 30.4％
2003  1536.7  663.5  873.1  675.2  379.9  295.3  43.9％ 57.2％ 33.8％
2004  1819.3  799.4  1019.9  807.2  439.7  367.5  44.4％ 55.0％ 36.0％
2005  2081.2  883.7  1197.5  912.3  461.2  451.1  43.8％ 52.2％ 37.7％
2006  2457.8  1079.4  1378.4  1099.1  575.8  523.3  44.7％ 53.4％ 38.0％
2007  2787.4  1283.9  1503.5  1257.0  673.6  583.4  45.1％ 52.5％ 38.8％
（資料：財務省貿易統計データ、より作成）
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た。
改革開放の下で、すでに大きな経済発展を遂げた
中国は、いまや、「世界の工場」、さらには「世界の
市場」として機能している。だが、製造業の実質的
なレベルは、科学・産業分野の先端技術で、世界を
リードするという水準には達してない。そのため技
術開発という点では、依然として先進国企業に依存
せざるを得ないという状況にある。こうした現状か
らも、今後、中国と先進諸国間の補完関係は、強化
される傾向にあると考えられる。とりわけ、環境問
題や資源・エネルギー問題の深刻化している中国が、
今後も発展していくためには、こうした問題をどう
やって克服するのか、という重大な課題に直面して
いる。
中国政府は、「第 11次 5カ年計画」の中で、非常
に厳しいエネルギー効率指標と、汚染物質排出削減
指標を打ち出した。これは、中国政府が開発重視か
ら環境重視へと政策転換を進めていることの現れで
ある。周知のように、日本は、2度にわたるオイル・
ショックの経験から、工場や製品の省エネルギー化
を促進し、世界に冠たる省エネルギー技術・環境技
術を持っている。日本の 8分の 1にすぎない中国の
エネルギー消費効率を改善するためには、日本の技
術は不可欠となろう。ここには、日本にとって、大
きなビジネスチャンスが伏在している。
4-2 NAFTA・EU、そして東アジア共同体へ
1990年代に入ると、世界中で、地域経済圏や経済
連携に踏みだす動きが激しくなってきた。93年に
EU、94年にNAFTA、95年MERCOSUR（南米南
部共同市場）などの地域経済圏が成立し、アジアに
もASEANをはじめ、個別の経済協定が急増してい
る。
中国と日本も例外ではなく、いずれも他国との
FTA（自由貿易協定）や EPA（経済連携協定）に踏
みだした。日本と中国との EPAについて、日本経団
連は、「当面、東アジアに重点を置いて……包括的で
質の高い多国間・二国間 EPAの締結を目指すべき
……特に、中国との EPAの推進を要望する」???、と
いった意思を表明している。
FTAの経済効果を指摘した研究によれば???、日
本が FTAを締結した場合は、自国の GDPへのプラ
スの影響が最も大きいのは中国であり（0.50％）、次
いでアメリカ（0.24％）、EU（0.20％）、という順番
になっている。また、農業生産へのマイナスの影響
は、最大がアメリカ（－3.72％）であり、次はオース
トラリア（－1.71％）、カナダ（－1.38％）となり、
中国は、－0.86％で、4位になり、その次は、EU
（－0.73％）、という順番である。この研究結果によ
れば、日本にとって、GDPへのプラス影響に貢献し、
また農業へのマイナスの影響が少ないのは、中国と
の FTAということになる。
ただ、地域経済圏や経済連携を検討する場合、そ
の実質的な推進力となっているのは、各国の巨大多
国籍企業であり、そのグローバルな生産配置や市場
の再編成の動向は看過できない。多国籍企業の影響
力と支配力は、規制がなくなる FTAによって加速
的に強化されるので、各国の経済社会では、市場原
理主義的な政策運営が優先される。そのことによっ
て、各国の社会保障・福祉が減退させられ、経済格
差が拡大し、社会的な摩擦や経済的な不安定性が拡
大する。国民生活を置き去りにした経済発展が行わ
れる。
しかも、近年では、国際的な過剰マネーによって、
目前の利益を追求したさまざまな投機がグローバル
に展開され、そのことによって国際金融の分野だけ
でなく、各国経済も、深刻な影響を被っている。投
機マネーのターゲットは、為替や金融商品だけでな
く、原油や各種商品、不動産、企業、など広範囲に
およんでいる。こうした投機マネーの行動は、世界
経済を一層不安定化させ、ターゲットになった各国
の国民経済を大混乱に陥れてきた???。
したがって、このようなグローバル経済の下で、
各国が、自立的な経済発展と国民経済の形成をめざ
そうとするなら、外資依存・多国籍企業依存の地域
経済圏や経済連携ではなく、国民生活を底上げしつ
つ、国内市場を整備し、内需依存、対等互恵の関係
に立脚した地域経済圏や経済連携に踏み出すことが
不可欠になる。
日本と中国の場合、それは、東アジア共同体、さ
36 山 田 博 文・王 雪 初
しあたって、ASEAN10カ国プラス 3（日本・中国・
韓国）といった地域経済圏が構想されよう???。いま
までの日中両国は政治関係が如何に変転しても、経
済関係は日々緊密化してきた。今後、経済のグロー
バル化が進展し、日中両国の経済関係も一層緊密化
されるにちがいない。環境保全や省エネルギー、各
種の物づくりに高い技術を持つ「経済大国」日本と、
「世界の工場」から、「世界の市場」へ発展を遂げつ
つある中国との間の 21世紀の新しい関係は、東アジ
ア共同体といった新しい視野から構想する時代が訪
れている、といえる。
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(3) ?Dreaming With BRICs:The Path to 2050」（Gold-
manSachs,Global Economics Paper No:99,1st October
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重要な相互関係を見いだす。学校教育を 1年間追加する
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Global Economics Paper No:99, p.13）。もちろん、教
育の本来の目的は、経済成長を促進するためではなく、
わが国では、「平和で民主的な国家及び社会の形成者」（教
育基本法 第 1条 教育の目的）を育成することにある
が、結果的には、学校教育を充実させることがより高い
経済成長を実現する必須の条件になっていることは、十
分注目される研究結果でもある。
(4) IMFのホームページ、World Economic Outlook
 
Database,April 2008。
(5) たとえば、フィナンシアル・タイムズ（Financial
 
Times）紙は、「アジアの 2つの巨人の貿易、協力、対立
の見通し」といったサブタイトルをつけて日中関係の特
集版を発行している（Japan and China,Financial Times,
2004）
(6) 経済産業省 海外事業活動基本調査第 37回より
(7) 中国研究所編『中国年鑑 2007』（創土社、2007年 7月、
318ページ）。
(8) 中国政府は 94年以来これまでの外資政策を大きく見
直すようになった。「外資であれば、すべて歓迎する」と
いうそれまでの外資政策を改めて、産業政策に基づいて
選別的に誘致する方向に転換した。
(9 ) 新版『日本長期統計総覧』第 3巻 470ページ
(10) 前掲書、『通商白書 2008』、66ページ。
(11) 前掲書、『中国年鑑 2007』、320ページ
(12) より詳しくは、山田博文「経済のグローバル化と日本
の経済社会の変動」『群馬大学教育学部紀要 人文・社会
科学編』第 53巻、2004年 3月、を参照されたい。
(13) 『OECD日本経済白書 2007』、234ページ
(14) 康 成文『中国経済と中日貿易』（ブイッーソリュー
ション， 2007年 8月、108ページ）
(15) 『朝日新聞』2008年 3月 6日。
(16) 坂本雅子「グローバル化と『東アジア共同体』―日本
経済界の意欲とその背景」『経済』（新日本出版社、2007
年 9月号、123ページ）。
(17) OECD「編」大来洋一「監訳」『OECD日本経済白書
2007』（中央経済社，2007年 5月、239ページ、「第 6.5表
日本の地域貿易協定の概観と期待される経済効果」）
(18) こうしたグローバル経済の動向については、「繁栄か危
機か 巨大マネー経済世界の富は 150兆ドル、振り回さ
れる実体経済、バブル再生産のメカニズム、金融危機、
サブプライムローン、アジア通貨危機 10年」『週刊エコ
ノミスト臨時増刊』、2007年 11月 12日号、8～130ペー
ジ。近年の世界的なインフレ・物価高の背景には、基幹
エネルギーの原油高があるが、この原油高は、マネーの
投機的な活動の結果である。「投機を加速させる余剰マ
ネーが異常な原油高を主導」（『日本経済新聞』2007年 11
月 2日、）「市場総点検 マネーがつくった資源高」（『週
37激変する世界経済と 21世紀の日中経済関係
刊東洋経済』2007年 11月 24日）、などを参照されたい。
(19) 東アジア共同体構想については、さしあたって、岩田
勝雄「東アジア経済システムと共同体構想」鶴田満彦編
著『現代経済システム論』（日本経済評論社、2005年、第
12章）、進藤榮一『東アジア共同体をどうつくるか』（ち
くま新書、2007年 1月）、などを参照されたい。
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